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論文内容の要旨
水質汚濁の因果関係が複雑な特定の水域では，従来の施策では環境基準の達成が困難になっており，新
しい視点での構造の解明が必要になっている。本論文は，陸域発生・汚濁負荷と受水域水質との連関モデル
を構築し，それにもとづいて陸上での負荷削減政策効果の評価を試みたもので，次の 7 章から成っている。
第 1 章では，従来の関連研究について，陸域発生汚濁負荷と受水域水質との関連性ならびに政策戦略の
必要性の観点から総括を行い，本研究の視点と構成を述べている。
第 2 章では，地域環境モデルを土地利用と受水域水質との関連から検討し，まず猪名川|から神戸市まで
の各河川を対象として陸域での業種別発生汚濁負荷量のデータベース化を行うとともに，それにもとづき
政策代替案を構成する変数および政策シナリオについて検討している。
第 3 章では，土地利用，社会的条件，産業構成と受水域水質の関係について多変量解析を行い，流域の
汚濁負荷発生属性を総括的に表現する指標を選択し，それをもとに支川流域を計画単位として分割する方
法を確立しているo その結果，人間居住由来の発生負荷とともに農地からの非点源負荷の寄与が大きい乙
とを明らかにしているo
第 4 章では，各支川流域に対してCODの汚濁負荷配分問題を流達率を用いて定式化し，水質と汚濁負
荷発生過程とを連結させるモデルを提案するとともに，地域開発に関連づけた水質基準点設定の必要性を
論じている。
第 5 章では，河川・海域双方の環境基準を満たしつつ，陸上で汚濁負荷を最適配分するモデ、ルを定式化
している。特肥大阪湾岸域に対して，陸上からの流達汚濁負荷に対応する水質反応マトリックスを決定し，
単位汚濁負荷当たりの任意海域ボックスの水質変化の推定を可能にしている。同時に，汚濁負荷処理費用
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を最小化する解を求めるため，処理人口に関する感度解析から政策代替案実行についての優先順位も示し
ている。
第 6 章では，上に提案したモデ、ルの実用的な拡張のーっとして，フィリピン・ラグナ湖を対象に，生活
排水中の界面活性剤ABS について水汚染・生態系リスクからみた対策技術の優先順位評価を階層的意思
決定法を用いて行う方法を提案している。
第 7 章では結論として，上記各章の要点をとりまとめるとともに，今後の研究課題について述べている。
論文の審査結果の要旨
非点、源汚濁負荷の相対的増大や閉鎖水域内で、の有機負荷の内部生産など水質汚濁の因果関係が複雑化
した水系では，従来の下水道計画よりも戦略的な汚濁防止計画が求められている。本論文は，限られた行
政データを有効に利用しつつ，河川・海域を含めた受水域の水質と発生負荷との関連を定式化して，地域
開発，合併浄化槽を含む下水処理計画，水質基準点設定などの整合のとれた施策の確立に関して行った研
究をまとめたもので得られた成果を要約すると次の通りである。
(1) 猪名川，武庫川，神戸市流域の行政資料を横断的lζ収集してデーターベース化し，土地，産業，現行
処聞方式などの属性値と水域水質を関連づ‘ける半経験的モデルを構築するため，相関分析による因子の
抽出，因子分析による説明変数の選択，クラスター分析による支流流域の分割をへて，多変量回帰式に
よる COD ， N, Pを予測する方式を提案し，この方式が，現象モデル上の種々の不確実な係数値を用
いることなく政策立案に有効に利用できることを示している。
(2) 上記河川流域を対象にCOD流達率による汚濁負荷配分問題を定式化し，下水処理費を最小化する分
割流域での人口配置線形計画モデルを提案し，流域分割によって水質基準点でみた開発容量に差が出る
ことを示している。
(3) (2)のモデルの受水域を大阪湾沿岸海域に拡張し，分割ボックスの 1 潮時平均水質に対する陸域からの
負荷の影響を表わす係数行列とその逆行列を求め，任意点の海域水質基準を通じて異なった流域間での
負荷配分問題を取り扱う方式を確立している。
(4) 陸域負荷と受水域連関モデルの簡易型として，ラグナ湖の合成洗剤汚濁を対象にした分野別専門家へ
のアンケート結果にもとづき，階層的意思決定法を応用して対策優先度を決定する方式を提案している。
以上のように本論文は，これまで相互に独立して取り扱われてきた陸域と沿岸水域の汚濁防止計画の統
ーを可能にするとともに，関連データがより不足している途上国の湖沼汚濁問題解決にも移転可能な方
式を提案したものであり，水質管理計画の理論および実際に寄与するところが大きい。よって本論文は
博士論文として価値あるものと認める。
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